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第１章　フォークリフトの概要

１. １　フォークリフトの定義と特徴

１. １. １　フォークリフトの定義
フォークリフトは、フォークなどを上下させるマストを備えた荷役車両です。

フォークリフトトラックとも呼ばれ、貨物の積みおろしおよび走行運搬の作業を行い、車両

系荷役運搬機械に分類されています。

写真１－１　代表的なフォークリフト

１. １. ２　特　　徴
フォークリフトの中には、コンテナを取り扱うような特殊なものもありますが、一般的な特

徴として次のことがあげられます。

①　フォークが、地面（床面を含む）から2.5ｍ～６ｍ程度の高さまで上昇、下降できる。

②　前輪駆動、後輪操向の方式が一般的である。また、リーチフォークリフトでは、後輪の

片方が単独で駆動・操向し、他の後輪はリンクで操向のみ追従する方式のものが多い。

③　車体はコンパクトで、旋回半径が小さい。

④　荷物を車体の前方で支持するため、後部にバランスウエイトを取り付けて安定をよくし
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第２章　フォークリフトの走行に関する装置の
構造および取扱いの方法に関する知識

２. １　走行装置の構造

２. １. １　原  動  機
フォークリフトを走行させたり、荷役装置を作動させたりするためには動力を与えてやる必

要があります。この動力を発生する装置を原動機といいます。

フォークリフトに使用されている原動機には、内燃機関と電動機があります。

⑴　内燃機関

内燃機関は、ガソリン、軽油（重油）および液化ガスなどをエンジン本体内部で燃焼させ、

発生する熱エネルギーを動力に変える装置です。ガソリンエンジン、ディーゼルエンジン、

LPG（液化石油ガス）エンジン、CNG（圧縮天然ガス）エンジンなどがあります。

図２－１　エンジンの構造

⒜　ガソリンエンジン

ガソリンエンジンは、気化させたガソリンと空気の混合気をシリンダ内に吸入し、ピスト

ンで圧縮し点火、圧縮された混合気が激しく燃焼（爆発）してピストンを押し下げる力でク

ランクシャフトを回転させ、動力として取り出す装置です。ガソリンエンジンは、一般に最

大荷重７トン以下のフォークリフトに使用されています。

４サイクルエンジンの作動

４サイクルエンジンは、エンジンの基本動作である吸入、圧縮、爆発、排気の４作用をピ

プッシュロッド
バルブ

ファン

ウォータポンプ

Ｖベルト

タイミングギヤ

アイドルギヤ

ポンプドライブギヤ オイルポンプ クランクシャフト

コネクティングロッド

ピストン

カムシャフト
フライホイール

シリンダブロック

シリンダヘッド

シリンダヘッドカバー



54

第３章　フォークリフトの荷役に関する装置の
構造および取扱いの方法に関する知識

３. １　荷役装置の構造

３. １. １　荷役装置
フォークリフトの荷役装置には、荷の積み付け、

積み取り作業などのために、荷をフォークに積載し

て所要の高さに持ち上げたり、必要な角度に傾けた

り、その他いろいろな運動ができるような構造が要

求されます。

一般的にこれらの動作は油圧を用いて行われ、上

昇運動は、ガイドレールの役目をするマストに沿っ

て上下動するリフトブラケットをリフトシリンダの

ピストンの上昇とリフトチェーンの作動によって行

い、マストの前後傾は、ティルトシリンダのピスト

ンの伸縮作動によって行われます。リーチフォーク

リフトでは、フォークのティルト運動のほか、リー

チシリンダを伸縮させることで、マストとフォーク全体を車体の前方に押し出したり引き込む

運動を行います。

⑴　フォーク

フォークは荷物を積載するＬ字形の爪で、２本のフォークは

フィンガバーにストッパピンでセットされています。

フォークは通常、炭素鋼または特殊合金鋼で作られ、その強

さはフォークリフト構造規格で、「基準荷重中心に最大荷重の荷

を負荷させたときにフォークに生ずる応力の値は、当該フォー

クの鋼材の降伏強さの値の３分の１以下の値であること。」と

決められています。

フォークの長さ及び最大の厚さについては、表１－２で説明しましたが、２本のフォークは

車体の中心線から左右対称な位置に固定し、荷重が均等にかかるようにパレットなどに差し込

まなければなりません。なお、最大荷重は“基準荷重中心に積載し得る許容荷重”で、荷重中

心が基準荷重中心より先端側にあるときや、持ち上げる揚程が高くなると、積載することので

きる荷重（許容荷重）は最大荷重より小さくなります。このため、作業の前にフォークリフト

写真３－１　荷役装置

図３－１　フォーク

荷役装置
フォーク
マスト
リフトシリンダ
リフトチェーン
フィンガバー
バックレスト
ティルトシリンダ
その他
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第４章　フォークリフトの運転時の安全遵守事
項と合図

４. １　安全運転注意事項

走行操作の方法、荷役操作の方法の項で安全に関しても学びましたが、この章で改めて安全

に関する注意事項について復習します。フォークリフトは操作が比較的容易なため、十分な注

意をせず運転し事故を起こしてしまうことがあります。運転者はこれから学ぶことを常に頭に

置き安全作業を行うことが大切です。

４. １. １　フォークリフト作業の基本
⑴　作業計画立案と作業指揮者の選任等

①　無理のない作業計画

フォークリフトを用いて荷役運搬作業を行う場合には、作業場所の広さや地形、車両の能

力、荷の種類や形状、荷の質量等に適した作業計画を定めて、その作業計画に従って作業を

行う必要があります。｛安衛則（作業計画）第151条の３｝

②　作業計画の周知

フォークリフトの運行経路、作業方法などが示された作業計画を、あらかじめ関係作業者

に知らせておく必要があります。｛安衛則（作業計画）第151条の３｝

③　指揮者の選任、有資格者の運転

フォークリフトを用いて作業を行う場合には、作業指揮者を選任し、この指揮者は作業計

画に従って作業の指揮を行わなければなりません。また、フォークリフトの運転は必ず有資

格者が行わなければなりません。｛安衛則（作業指揮者）第151条の４｝｛安衛則（就業制限

についての資格）第41条｝

④　フォークリフトの点検

安全な作業を行うために、フォークリフトにはミラーや方向指示器などが取り付けられて

います。ブレーキ等の確認を含めた点検を必ず作業前に行うことが必要です。｛安衛則（点

検）第151条の25｝
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第５章　フォークリフトの点検、整備

５. １　点検、整備と法令

５. １. １　作業開始前の点検
その日の作業を開始する前には、フォークリフトを点検すべきことが安衛則（点検）第151

条の25で定められ、その点検事項は次のとおりとなっています。

①　制動装置及び操縦装置の機能

②　荷役装置及び油圧装置の機能

③　車輪（タイヤを含む）の異常の有無

④　前照燈、後照燈、方向指示器及び警報装置の機能

フォークリフトの作業開始前の点検について、内燃機関式の点検表の一例を表５－１に示し

ます。

５. １. ２　定期自主検査
フォークリフトは、月例自主検査と年次自主検査（特定自主検査）を行うことが安衛則（定

期自主検査）第151条の21及び22にそれぞれ定められ、これらの自主検査に関する記録を作成

し３年間保存することが安衛則（定期自主検査の記録）第151条の23で義務づけられていま

す。

⑴　月例自主検査

１月を超えない期間ごとに定期に自主検査を行わなければならないことになっていて、その

検査事項は次のとおりです。

①　制動装置、クラッチ及び操縦装置の異常の有無

②　荷役装置及び油圧装置の異常の有無

③　ヘッドガード及びバックレストの異常の有無

ただし、１月を超える期間フォークリフトを使用しなかった場合には、この検査を行う必要

はありませんが、使用する直前に、この検査を行うことが必要です。この検査について、内燃

機関式の検査表（月例）の一例を表５－２、５－３に示します。

⑵　特定自主検査（年次自主検査）

安衛側（特定自主検査）第151条の24に、フォークリフトに係る特定自主検査は、第151条の

21に規定する自主検査とするとあり、１年を超えない期間ごとに１回、定期に次の事項につい

て自主検査を行わなければならないと定められた年次の自主検査となっています。
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第６章　フォークリフトの運転に必要な力学に
関する知識

フォークリフトで物を持ち上げたり運搬したりするときに、転倒しそうになっているのを見

たことはありませんか。また、フォークを物の隙間に差し込んで曲げたりしたことはないで

しょうか。ここでは、フォークリフトにかかる力、フォークリフトの安定、構造部分の強さの

考え方などを学びます。

６. １　力

６. １. １　力
物を持ち上げると、手は真下に引かれようとします。このような作用や、静止している物体

を動かしたり、動いている物体を停止させたり、また物体を変形させたりする作用を力といい

ます。

「力の三要素」

力を考える上で大切な要素が３つあり、それぞれ「力の大きさ」「力の向き」「力の作用点」

といいます。力学ではこの３つを合わせ「力の三要素」といいます。

「力の大きさ」：どのくらいの強さかを表します。

「力の向き」　：力が働いている方向をいいます。

「力の作用点」：力が働いている物体の点（どの場所に力がかかっているのか）を示します。

図６－１　力の三要素

⑴　力の単位

１kgの質量を持つ物体に１ｍ/ｓ2の加速度を生じさせる力の大きさを１Ｎ（ニュートン）と

定め、これを力の単位としています。１Ｎを基本単位で表すと１Ｎ＝１kg・ｍ/ｓ2となりま

す。

地球の引力による重力加速度は9.8ｍ/ｓ2なので、１kgの質量の物体の重さは１kg×9.8ｍ/ｓ2

力の作用点

力の
向き

力の
作用
線

力の
大き
さ
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第７章　労働災害事例

事例１　高圧ホースの破損によりフォークが急に降下し荷の下敷になる

発生状況

営業を担当している作業者Ａが、資材置場内で地上2.4ｍの高さまで３層に分けて積まれた

板材の選定を行っていた。

板材を詳細に調べようと、資材置場のフォークリフトの運転者Ｂに、最上層の板材（約1.5

ｔ）を持ち上げるよう依頼し、持ち上げてもらい、できた１ｍの隙間にもぐり板材の選定を

行っていた。

確認がしづらかったため、フォークリフトの運転者Ｂにもう少し上げるように依頼した。

フォークリフト運転者Ｂがフォークを上昇させるため、操作レバーを手前（上げの位置）に

引いたところ、コントロールバルブとリフトシリンダをつなぐ高圧ホースが破れ、高圧油が吹

き出し、フォークが急に降下、作業者Ａが荷の下敷きとなり死亡した。

原　　因

①　法令でも禁止されている、フォークで支持されている荷の下での作業をフォークリフト

運転者が容認してしまった。

②　日常点検および整備が不十分で、劣化した高圧ホースの交換がされていなかった。

対　　策

①　運転者および作業員に対し、フォークにより支持されている荷の下へ入らないよう安全

教育を徹底すること。

②　作業開始前の日常点検、月例検査、特定自主検査を完全に実施すること。

上げて
オッケー



�23

労働安全衛生法（抄）

昭和47年６月８日法律第57号

改正　令和４年６月17日法律第68号

第１章　総　　　則
（目的）

第１条　この法律は、労働基準法（昭和22年

法律第49号）と相まって、労働災害の防止

のための危害防止基準の確立、責任体制の

明確化及び自主的活動の促進の措置を講ず

る等その防止に関する総合的計画的な対策

を推進することにより職場における労働者

の安全と健康を確保するとともに、快適な

職場環境の形成を促進することを目的とす

る。

（定義）

第２条　この法律において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

一　労働災害　労働者の就業に係る建設

物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん

等により、又は作業行動その他業務に起

因して、労働者が負傷し、疾病にかか

り、又は死亡することをいう。

二　労働者　労働基準法第９条に規定する

労働者（同居の親族のみを使用する事業

又は事務所に使用される者及び家事使用

人を除く。）をいう。

三　事業者　事業を行う者で、労働者を使

用するものをいう。

（第三号の２、第四号　略）

労働基準法第９条に、「労働者」とは、

職業の種類を問わず、事業又は事務所（以

下「事業」という。）に使用される者で、

賃金を支払われる者をいう。と定義されて

います。

（事業者等の責務）

第３条　事業者は、単にこの法律で定める労

働災害の防止のための最低基準を守るだけ

でなく、快適な職場環境の実現と労働条件

の改善を通じて職場における労働者の安全

と健康を確保するようにしなければならな

い。また、事業者は、国が実施する労働災

害の防止に関する施策に協力するようにし

なければならない。

２　機械、器具その他の設備を設計し、製造

し、若しくは輸入する者、原材料を製造

し、若しくは輸入する者又は建設物を建設

し、若しくは設計する者は、これらの物の

設計、製造、輸入又は建設に際して、これ

らの物が使用されることによる労働災害の

発生の防止に資するように努めなければな

らない。

３　建設工事の注文者等仕事を他人に請け負

わせる者は、施工方法、工期等について、

安全で衛生的な作業の遂行をそこなうおそ

れのある条件を附さないように配慮しなけ

ればならない。

第８章　関 係 法 令




